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（千円） うち一財額

令和元年度 事務事業自主点検シート

Ⅲ　これまでの事業の見直し・改善状況

・平成27年度に耐震設計の経費に対する補助を追加。平成28年度に耐震改修の経費に対する補助を追加。
・国の補助制度延長に合わせて平成27年度、平成30年度と2度、報告期限・補助事業を延長。　　（当初）H28.3末　（現在）R3.3末

所要時間計 115 時間 235 時間 132 時間

所要時間（間接分） 0 時間 0 時間 0

・耐震診断結果の公表により、建物利用
者や地域住民に対して、沿道建築物の
危険性を事前に周知することが可能。所要時間（直接分） 115 時間 235 時間 132 時間 602 時間

31,144 99,709 71,555 195,970

602 時間

人件費ｺｽﾄ 単位:千円
(＠2,114円×所要時間)

243 497 279 1,273

時間 0 時間

成
果
指
標

成
果
指
標

決算額又は予算額 31,144 99,709 71,555 195,970 成果指標によらない成果

目標設定の考え方

データの出典等

成果指標達成率
（実績値／目標値）

93.8 ％
予算書
補助事業の実績

法的義務のある耐震診断の実施中
であり、現時点では、耐震性の低い
建築物の把握が出来ないことから、
予算戸数を目標値とした。

40

活
動
指
標

活
動
指
標

目標設定の考え方

データの出典等

活動指標達成率
（実績値／目標値）

54.4 ％
予算書
補助事業の実績

耐震診断の実施及び診断結果の報
告が義務付けられた建築物を目標
値とした。（各年度：未実施数／事業
期間）
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根拠法令等 建築物の耐震改修の促進に関する法律、山梨県災害時避難路通行確保対策事業費補助金交付要綱

結果、何に結びつけるのか

緊急輸送道路等の沿道建築物の所有
者

建築物の耐震診断や、その結果に応
じた耐震改修等の取り組みが進んで
いる

地震発生時における緊急車両の通行、
住民の避難路を確保

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

事業の実施状況と
目標の実現度

２９年度 ３０年度 ３１（R1）年度 Ｒ２年度
事業目標の考え方

実績値 目標値 実績値 見込値 目標値

だれ（何）を対象に その対象をどのような状態にして

○事業概要
　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」の改正により、倒壊した場合に道路を閉塞する恐れのある建築物（※）を対象とし
て、耐震診断の実施が義務付けられ、また、耐震改修等についても努めるよう規定された。
　県では、対象建築物の耐震化を促進するため、建物所有者が行う耐震診断、耐震改修事業等に補助する市町村に対して補
助を行う。
　　※建築物：昭和56年5月31日以前に着工された建築物で、前面道路の過半を閉塞する恐れのあるもの
　
　・ 補助先：市町村
　・ 補助額：事業種別に応じて、次のとおり。　（補助対象限度額は、国の交付金額に準じている）
　　　　　　　 ① 耐震診断　　 補助対象経費の1/4以内かつ市町村が補助する額から交付金を控除した額の1/2以内
　　　　　　　 ② 耐震設計　　 補助対象経費の1/6以内かつ市町村が補助する額から交付金を控除した額の1/2以内
　　　　　　　 ③ 耐震改修等　補助対象経費の1/6以内かつ市町村が補助する額から交付金を控除した額の1/2以内
  ・ 実   績：① 耐震診断74件
　　　　　　　 ② 耐震設計5件
　　　　　　　 ③ 耐震改修等15件

実施主体 補助（市町村）

事業の目的

7663

外部評価 様式1-2
調書番号

事 業 名 住宅・建築物耐震化支援事業費 9

細事業名 災害時避難路通行確保対策事業費補助金 財務コード 750315

担当部課室 県土整備 部 建築住宅 課 建築防災 担当 （内線）

Ⅰ　事業の概要

実施期間 始期

耐震診断の実施棟数

耐震改修等の実施
棟数

37 136 74 32

4 16 15 14

H26 年度 終期 R2 年度

事業の内容
主にH30年度



Ⅵ　見直しの方向（令和２年度当初予算等での対応状況）

実施方法等の変更

　災害時における避難路等を確保するため、本事業を継続して実施していくとともに、耐震診断や耐震改修に要する費
用について、国の交付金が適切に配分されるよう要望等を行い、所有者をより着実に耐震改修へ結びつけていく環境
整備を行っていく。
　また、令和２年度に予定している「山梨県耐震改修促進計画」の検証・改定において、避難路沿道建築物の耐震化を
促進させるための方策（耐震診断の結果について、法律に基づく公表方法と合わせて、地域の住民が避難路の危険度
を視覚的に理解できるような方法、事業期間内で対策が促進するように、危険度の程度に応じた優先順位の設定など）
を検討する。

・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止（施設については「譲渡」）」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から
  選択し、Ⅴ見直しの必要性を踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること
・見直しがない場合は「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること

有

　地震発生時における避難路確保の重要性等に鑑み、耐震診断や結果報告を着実に進めるとともに、
耐震性の低い建物を耐震改修へと結びつけるため、山梨県住宅・建築物耐震化促進協議会等におい
て、市町村や建築関係団体と連携を図りながら、①耐震診断等が進まない原因の把握・分析、課題解
決に向けた対応、②防災出張講座等の効果的な活用方法、③耐震工事の低コスト化の推進など、建
物所有者が耐震化に取り組みやすい環境整備と合わせて、地域の理解・協力が得られるような取り組
みについて検討していく。また、対象数の多い甲府市にあっては、これまで以上に個別に協議を行い、
耐震診断等の実施に向け支援を行っていく。

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄は、上記と同様とする

見直しの方向 具体的な実施計画等　　※「見直しの必要性」と「見直しの方向」が異なる場合は、その理由も記載すること

有

　平成30年度の活動指標は十分といえる達成率ではないが、大規模地震の切迫性が指摘されている
中、建物所有者や利用者だけでなく、地域住民の避難活動等に必要な避難路等の確保は重要。
　耐震化に当たっては、まずは報告義務のある耐震診断を進めていかなければならないことから、耐震
診断の未実施者に対して、市町村・建築関係団体と連携を図りながら個別訪問を行うなど、粘り強く、
耐震化の重要性を理解してもらう必要があり、県・市町村・建築関係団体で構成している「山梨県住宅・
建築物耐震化促進協議会」を活用して、周知方法等について更なる見直しを行っていく。
　なお、今年度は、工務店等を対象とした低コスト化工法の研修会を開催する計画であり、耐震性の低
い建物所有者に対して改修工法の提案を行うなど、所有者が耐震化に取り組みやすい環境の整備に
も努めていく。

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄
    a：目的の達成　 b：新たな課題への対応　 c：対象の変化　 d：ニーズの変化　 e：法律・制度の改正   f：民間等実施    g：市町村等へ移管    h：外部委託
     i：経費節減 　j：類似事業と統合・連携 　k：所要時間の縮減 　l：ﾌﾟﾛｾｽの改善    m：その他

　二次評価（担当部局再評価結果）　※行政評価アドバイザー会議（外部評価）での指摘事項を踏まえた担当部局による再評価

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：意図した成果を十分に上げている(120%以上) 　　 b：意図した成果はほぼ上げている(80%以上120%未満) 　　 c：意図した成果は十分ではないが、対象や
   方法の改善により成果の向上が見込める(40%以上80%未満) 　　 d：意図した成果が十分でなく、成果を上げる方法も見あたらない(40%未満)

Ⅴ　見直しの必要性（令和２年度に向けた改善等の考え方）

　一次評価（担当部局評価結果）

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：予定を超えた活動量がある(120%以上)　　 　b：予定どおりの活動量がある（80%以上120%未満） 　　　c：予定したほど活動量がない(40%以上80%未満)
d：予定した活動量に著しく足りない(40%未満)

（２）事業は意図した成果を上げているか　（「成果指標の達成率」、「成果指標によらない成果」から事業の成果を判断）

数値判定

成果に係る
一次評価

　　　　　成果に係る一次評価の考え方     ※必ず記載すること

H30年度
成果指標
の達成率

　事業開始後は、制度に対する理解が得られない状況であったが、県・市町村・建築関係団体が連携して、所有
者への説明を重ねた結果、制度に対する理解が進んでおり、耐震診断だけではなく、耐震改修工事や除却を行
う所有者も増加するなど、耐震化に対して成果を上げている。
　しかし、対象建築物の中には、規模が大きく、改修工事に対する費用負担や工事期間中に使用が制限される
という理由から躊躇する所有者も多く、検討や準備に時間が必要という市町村の要望を踏まえて、県では、国に
対して支援措置の延長を要望するなど、所有者の負担軽減に努めてきたところである。
　今後は、地域住民を対象とした「建築物防災出張講座」を通じて、地域の関心・理解を高めることや、継続し
て、所有者に対する丁寧な説明や適切な情報の提供に努めることにより、成果の向上が見込まれる。

ｂ ｂ

Ⅳ　活動量と成果の判断（平成３０年度の業績評価）

（１）事業は予定された活動量を上げているか　（「活動指標の達成率」等から事業の活動量を判断）

数値判定

活動量に係る
一次評価

　　　　　活動量に係る一次評価の考え方　　　※数値判定と一次評価が異なる場合等に記載すること

H30年度
活動指標
の達成率

ｃ ｃ



様式2

調書番号：　9

具体的な業務
プロセス（手順）

Ｈ３０
所要
時間
（ｈ）

Ｈ３１
（R1）
所要
時間
（ｈ）Ａ

Ｒ２
所要
時間
（ｈ）Ｂ

縮減等
Ｂ－Ａ

具体的業務の
見直しの内容

申請書の受理・審
査

70 40 181 141 なし

交付決定処理 24 13 60 47 なし

0

0

0

94 53 241 188

実績報告書の受
理・審査

70 40 181 141 なし

額の確定処理 24 13 60 47 なし

0

0

0

94 53 241 188

請求書の受理・審
査

24 13 60 47 なし

支出命令書の作
成

24 13 60 47 なし

0

0

0

47 26 120 94

235 132 602 470

随時

随時

随時

随時

所属名：　建築住宅課

業務の
時期

（フロー）

細事業名：　災害時避難路通行確保対策事業費補助金

自主点検シート（事業の内容及び所要時間）に関する附属資料

６　見直しに至った理由または見直しなしの理由は、詳細に記載すること。（具体的な業務プロセスごと、または細分化した業務ごとに記
 載すること。）

３　業務の時期は、業務のフローがわかるように具体的な業務プロセスごとに記載すること。（毎月、四半期ごとの業務等は、その１サイ
  クルの期間を記載すること。）

実績報告書の
審査・額の確定

交付申請書の
審査・交付決定

（小計）

所要時間　（計）

2

（小計）

事業の内容を
細分化した

業務名

1

（小計）

3

５　具体的業務の見直しの内容は、わかりやすく簡潔に記載すること。（県民から見て分かりやすい表現とすること。）なお、見直しがない
 場合は、「なし」と記載すること。

見直しに至った理由等
（又は見直しなしの理由等）

業務上必要なプロセスであり、最短
の所要時間で処理しているため

業務上必要なプロセスであり、最短
の所要時間で処理しているため

業務上必要なプロセスであり、最短
の所要時間で処理しているため

業務上必要なプロセスであり、最短
の所要時間で処理しているため

随時

随時

業務上必要なプロセスであり、最短
の所要時間で処理しているため

精算払い

業務上必要なプロセスであり、最短
の所要時間で処理しているため

（留意事項）

７　適宜、業務内容に合わせ、行を加除して記載すること。（複数ページ可）

１　事業を細分化した業務名は、事務事業を構成する業務ごとに細分化し、その業務名を記載すること。

２　具体的な業務プロセス（手順）は、できる限り多くのプロセスを記載すること。

４　各年度の所要時間（計）は、事務事業自主点検シートの「Ⅱ　事業の目標、実施状況等」の「所要時間計」と一致すること。


